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１．はじめに
　企業を取り巻く経営環境は、刻々と移り変わっている。社会、経済、政治
などの一般的環境や企業間の競争的環境の変動のほかに、自然環境の変動も
企業経営に大きく影響を及ぼす。国際競争の激化、少子高齢化、雇用形態の
多様化、社会の価値や働き方の変化、IoTや AIなどの進展、地震や集中豪
雨などによる災害に対しても、企業は対処しなければならない。激動する経
営環境に、企業組織の構成員の各自も対応を迫られる。
　襲いくる経営環境の変動をすべて予測できるならば、それなりの事業計画
《研究ノート》
日本企業の「レジリアンス経営」の現状と課題
Present issues on “Resilience Management” of Japanese Business
金　井　　正
62 創価女子短期大学紀要　第9号
を立てることができる。しかし、残念ながら、簡単には将来の変化を予測で
きない変動も多い。リーマンショック、EUの不安定化やアメリカの政治指
導者の交代なども多くの識者の予想を裏切る結果に終わった。とりわけ、近
年、想定を越える大規模な地震や集中豪雨など、企業に多大な損害をもたら
す自然の現象が頻繁に発生している。そのような現象を人智で的確に予測す
ることは、残念ながら、困難である。
　想定外の経営環境の変動に直面した際に、その逆境を乗り越える経営行動
が、現代では特に求められている。その経営行動は、企業経営者の役割であ
ると同時に、そこで働く従業員にも課せられている。それが、レジリアンス
を特に意識した経営であり、本稿ではレジリアンス(1)経営と呼ぶ。
　現代の経営環境の変動は、従来と比較して、一般的環境にしても、自然環
境においても、打撃的なことが卒然と生起することが多い。それに打ちひし
がれることなく、迅速に対応する経営が必要である。
２．レジリアンスとＢＣＰ
　レジリアンスは、とりわけ精神疾患の分野で議論されてきた。そこにおけ
る概念を単純化してみると、外力から与えられる歪みであるストレスを跳ね
返す力という意味で捉えることができる(2)。
　これを、組織的存在である企業を人間に見立てて援用するとすれば、レジ
リアンスの概念は、企業の日常業務を極度に阻害する困難な状況を跳ね返す
復元力、回復力とすることができるであろう。
　企業経営は、変動するさまざまな分野の経営環境に晒されている。そのな
かでも、とりわけ突然に生起する豪雨、地震、津波などの自然環境の激変は、
いままでにも企業経営に多大な影響を及ぼし、日常業務の現場を根底から覆
すことがあった。周知のように、阪神淡路大震災、東日本大震災、熊本地
震、海外ではタイの大洪水などが日本の企業にダメージを与えた。これらの
想定外の出来事に、怯むことなく立ち向かい乗り越えていくレジリアンスが
求められている(3)。その手段のひとつが、災害が起きる前に企業が、その時
における事業継続計画（BCP：Business Continuity Plan、以下 BCP）を策定
しておくことである。また、常日頃、企業が事業継続マネジメント（BCM: 
Business Continuity Management、以下 BCM）に取組むことが求められる。
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　内閣府（中央防災会議）では、企業のみならず、行政組織等の災害時にお
ける BCPの策定促進や平常時からの BCMの普及促進のため、これまで「事
業継続ガイドライン（第１版）」（2005（平成 17）年８月）や（「事業継続ガ
イドライン―あらゆる危機的事象を乗り越えるための戦略と対応―（第３
版）」2013（平成 25）年８月改定）などを公表し、企業・組織向けの情報を
提供してきた(4)。
　内閣府の「防災情報のホームページ」によれば、BCPとは、「災害時に特
定された重要業務が中断しないこと、また万一事業活動が中断した場合に目
標復旧時間内に重要な機能を再開させ、業務中断に伴う顧客取引の競合他社
への流出、マーケットシェアの低下、企業評価の低下などから企業を守るた
めの経営戦略」とし、バックアップシステムの整備、バックアップオフィス
の確保、安否確認の迅速化、要員の確保、生産設備の代替などの対策の実施
などを挙げている。そして、BCPは、単なる計画書の意味ではなく、マネ
ジメント全般を含むニュアンスで用いられ、マネジメントを強調する場合は、
BCMとする場合もあると記している。
　すなわち、BCPや BCMは、企業・組織が、災害に直面したときに、混乱
に陥らないような計画を予めたておき、日常的な業務を継続できるようにす
ることであり、企業・組織総体のレジリアンスの手段と考えられる。
　国レベルとして、政府は、国土強靭化（ナショナル・レジリエンス）を重
要政策の柱として積極的に推進している(5)。その背景は、国内的に、東日本
大震災、記録的豪雨による災害があったこと、また予知されている首都直下
型地震や南海トラフ巨大地震などによる自然災害に国の政策上備える必要性
が認識されたからである。すなわち、事前防災・減災、インフラの維持・管
理・更新などに対応する国の総合的な取り組みが急務との観点である。
　国土強靭化政策は、国民生活と経済活動の継続性確保や活力向上を目的と
する。国、都道府県、区市町村などの行政機関、自治会や事業運営組織体、
などの単位で、防災・減災に取り組むことになる。ここでの「レジリアン
ス」は、壊滅的な被害となる困難な状況を事前に防止・減災する、また、た
とえ被害を蒙ったとしても、それに対応できるしなやかさと粘り強さを意味
していると考えられる。
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３．日本企業のＢＣＰ策定の現状
　企業の事業遂行組織は、単純にみれば、トップ、ミドル、ロウアーの各マ
ネジメントがあり、それぞれの階層におけるレジリアンスの経営を考察する
ことになる。また、組織を構成する個々の従業員のレジリアンスにも目を向
けなければならない。
　なかでも、組織的行動を伴う経営体において、経営環境が平常時であると
きのみならず、異常時にこそ、人間関係を民主的かつ効率的に創出すること
によって、難関を乗り越えることができる。他人との良好な関係を結ぶ力に
ついては、本然的にあることもあるし、その後の訓練で培われることもあ
る。企業内教育により得られることもあるであろう。精神医学では、たとえ
ば、他人との良好な関係を結ぶ力がある、人格特性としてのレジリアンスを
非脆弱性と定義することもある(6)。
　また、レジリアンスの概念を組織行動論に導入する詳細な研究もある(7)。
本稿では、組織における個々の人間行動については触れない。単純に、レジ
リアンスの手段として、BCPをとらえ、これについて述べる。
　
(1) 内閣府による実態調査
　内閣府、経済産業省、中小企業庁、および都道府県などが BCPのガイド
ライン等を公表し、特に 2011（平成 23）年３月の東日本大震災以降、企業
等における BCPの策定を促してきた。
　内閣府は「平成 27年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査」
（実施時期平成 28年１月 21日から２月 29日、調査対象 5,070社、有効回
答数 1,996社、回収率 39.4％）を公表している(8)。
　それによれば、BCP策定状況について、つぎのように分析している。
　
　「事業継続計画（BCP）の策定状況については、大企業では 60.4％が
「策定済み」と回答しており（平成 25年度比 6.8ポイント増）、初めて
６割を超えた。これに「策定中」（15.0％）を加えると、８割近くとなっ
ている。
　中堅企業では、29.9％が「策定済み」と回答している（平成 25年度比
4.6ポイント増）。これに「策定中」（12.1％）を加えると４割強となって
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いる。
　なお、大企業で BCP策定の「予定をしている」という回答が 16.4％
（平成 25年度比 1.4ポイント増）となったほか、「予定はない」という
回答が 5.1％（平成 25年度比 3.2ポイント減）、BCPを「知らなかった」
という回答が 0.8％（同 1.4ポイント減）となった。中堅企業も同じ傾向
がある。
　以上のことから、大企業を中心に、BCPの策定は進んできている状況
と言える。」
　
　上記のように、内閣府の調査結果では、60.4％の大企業（資本金 10億
円以上）が、BCP策定済みであり、策定中も加えると８割を超えるという。
しかし、大企業において、少数とはいえ BCP策定の「予定はない」、BCP
を「知らなかった」との回答があったのは、残念なことである。
　「企業活動を取り巻くリスクを具体的に想定して経営を行っている、現在
計画中である、行う予定がある」とした 1,870社が選択（複数選択可能）
した「想定しているリスク」について、全体の順位の１位は、「地震・台風
等の自然災害」（大企業：98.3％、中堅企業：93.8％、その他企業：91.8％、
全体：93.4％）、２位「通信（インターネット・電話）の途絶」（大企業：
64.7％、中堅企業：51.9％、その他企業：53.0％、全体：54.5％）、３位「新
型インフルエンザ等の感染症」（大企業：70.6％、中堅企業：52.5％、その他
企業：43.7％、全体：50.4％）である。自然災害が第１位にあげられたこと
は、それによる予想を超える甚大な被害が生じている昨今、当然ともいえる。
　また、企業活動を取り巻くリスクを具体的に想定して経営を行う予定の
ない 104社（大企業：1.0％、中堅企業：6.3％、その他企業：16.8％）の課
題（複数選択可能）について、全体の１位「取り組み時間・人員（専門家を
含む）の不足」（大企業：55.6％、中堅企業：57.1％、その他企業 65.0％、全
体：63.1％）、２位「知識・情報不足」（大企業：22.2％、中堅企業：40.0％、
その他企業 26.7％、全体：29.5％）、３位「業務を実施する中で、これまで
リスクを想定してこなかった」（大企業：22.2％、中堅企業：37.1％、その他
企業 23.3％、全体：26.4％）である。これらの点を解消させるために、行政
や民間専門業者(9)からの支援が必要であろう。　
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(2) 民間による実態調査
　「大企業を中心に、BCPの策定は進んできている状況と言える」とした内
閣府の調査結果に対して、地方では、BCP策定が進められていない。
　たとえば、「…岡山県内に本社を置く企業では策定済みが 29％にとどまり
『特に策定をしていない』が 46％に達した」と報道（2017年２月 14日付日
本経済新聞、地方経済面中国）されている。それによると、BCP策定が進
まない理由として「策定に必要なスキル・ノウハウがない」との回答が目
立った、としている。
　さらに、静岡県内に関する BCP策定の報道（2017年６月 28日付日本経
済新聞、地方経済面静岡）によれば、「帝国データバンク静岡支店がまとめ
た静岡県内企業の事業継続計画（BCP）の策定調査によると、BCPを策定
した企業は 2016年の前回調査に比べて２ポイント低下して 15％だった。「策
定中」「検討している」と合わせても 51％にとどまった。東海地震をはじ
め自然災害などへの懸念から BCPの重要性が指摘されているが、県内企業
の動きは 鈍いようだ」と指摘している。ここでも、策定していない理由が、
「必要なスキル・ノウハウがない」との回答を紹介している。
　その他の地方でも BCPの策定が進んでいない現状が報道されている。北
海道について、「帝国データバンク札幌支店がまとめた道内企業意識調査に
よると、災害などに備えた事業継続計画（BCP）を策定している道内企業
は 10.9％にとどまった。策定中、策定を検討中の企業を合わせても 34.7％に
すぎなかった。BCP策定が進んでいない状況が浮き彫りになった」（2017年
７月６日付日本経済新聞、地方経済面北海道）。「…北海道経済産業局は昨年
10月、アクションプランを作り策定率向上に取り組んでいるが、BCPを策
定していない理 由では『必要性を感じない』といった声も聞かれた」（同紙）。
　帝国データバンクによる「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査
（2017年 5月）」（http://www.tdb.co.jp/report/watching/press/pdf/p170602.
pdf）によれば、BCP策定状況は、「策定している」14.3％、「現在、策定中」
7.3％、「策定を検討している」22.1％、であり、BCPの策定が進んでいない
実態が浮き彫りとなったと指摘している。そして、BCPを策定していない
理由について、「『策定に必要なスキル・ノウハウがない』が 45.1％でトップ。
以下、『策定する人材を確保できない』（30.3％）、『書類作りでおわってしま
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い、実践的に使える計画にすることが難しい』（25.7％）」との調査結果を記
している。
　内閣府の調査方法と同一ではないので、単純には比較できない。帝国バ
ンクの調査の対象企業は、中小企業基本法に準拠し、全国売上高ランキン
グデータを加えて企業規模を区分している(10)。その有効回答企業 10,142社
（うち上場企業 259社）の内訳は、大企業 2,088社、中小企業 8,054社であり、
その中小企業には５千万円以下の小売業とサービス業が含まれている。一方、
内閣府の調査では、５千万円以下の企業は対象外である。
　帝国バンクの資料によれば、BCP策定企業を従業員数別の割合でみると、
従業員数 1,000人以上で 46.5％、301人から 1,000人 40.1％、101人から 300
人 26.9％、51人から 100人 18.8％である。従業員数の割合に応じて、BCP
策定の割合が多くなっている。しかし、BCP策定割合は、従業員６人から
20人の企業は 7.0％、５人以下の従業員の企業は 4.2％であり、小規模企業
者においては極めて少ない。
　また、BCPについて「策定している」「現在、策定中」「策定を検討して
いる」のいずれかを回答した企業 4,427社（43.7％）が、事業の継続が困難
になると想定しているリスクの上位は、地震や風水害、噴火などの「自然災
害」71.8％（複数回答、以下同）、「情報セキュリティ上のリスク」（39.1％）、
「設備の故障」（38.8％）、「火災・爆発事故」（36.7％）、「自社業務管理シス
テムの不具合・故障」（36.1％）となっている。この調査でも自然災害がトッ
プに挙げられている。
　上記のように、BCPを策定している企業については、自然災害に対す
るリスクを想定した経営を実施する体制が取られているといえる。しかし、
BCP策定そのものが、それほど進んではいない状況がある。その理由の筆
頭に、策定スキルのノウ・ハウや人材不足などを挙げている。
　このままでは、南海トラフ地震（南海トラフ沿いのプレート境界を震源と
する大規模な地震）発生により予測されている災害など有事の際の対応に、
支障をきたすであろう。BCP策定に向けたこれまで以上の支援が今後の課
題である。
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４．東日本大震災とインテルの経営行動
　日本の自然災害で我々に大きく影響を及ぼしたのは、2011（H23）年３月
11日（金）14時 46分頃に発生した東北地方太平洋沖地震である。その地震
で、半導体、エレクトロニクス、特殊化学製品などの供給に、日本の産業が
世界に影響をもたらした。2016年発生した一連の熊本地震でも、たとえば、
ソニー半導体工場の被災がデジタルカメラやスマートフォン生産に影響を及
ぼしたことは記憶に新しいことである。この地震を契機に、ソニーは災害対
策で他者と連携する体制を作るとともに、BCP見直しに着手している（2017
年３月 10日付日経産業新聞）。
　インターネット関連技術は、今日の企業において必要不可欠である。また、
インターネット上解放されている情報は、犯罪者やテロリストなどからの標
的にもなりうる。これらに関係を有する半導体の生産会社の社会的責任は特
に重いといえる。
　
(1) 東日本大震災の影響
　2011年３月 11日の出来事は、日本の巨大産業が生み出す半導体、エレク
トロニクス、特殊化学などの製品に依存する世界中の企業に影響を与えた。
危機に直面した企業の参考事例として、プロセッサーやフラッシュメモリー
などを開発販売するインテルの対応を確認しよう。
　インテルは、グローバルなサプライ・チェーンの構築が要求される世
界的企業である。３月 11日午後、同社の Jackie Sturm （vice president, 
technology and manufacturing and general manager of global sourcing and 
procurement） 女史等一行は、チップに必要とされる超高純度の資材の日本
のサプライヤーとの会議の後、成田空港にいた(11)。当時、インテルには、日
本の２つの施設（facilities）、つくば本社（2017.01.01付、東京本社に統合）
と東京本社があり、約 600人の従業員がいた。東京電力福島第一原子力発電
所の事故による放射性物質の拡散による影響を考慮して、インテルは、日本
人全従業員を避難させることにしたが、従業員はそれを拒否した(12)。インテ
ル株式会社によれば、週末金曜日に発生した地震の翌週月曜日の朝には、つ
くば本社の従業員が遠隔勤務によって業務に復帰したとしている(13)。
　インテルおよび他の会社は、そのエリアを通り抜ける運送用コンテナのな
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かに放射性のほこりが積もるかもしれない、あるいは入り込むかもしれない
ので、日本の港を通過する輸送について心配した。日本の水域の近くで航海
するすべてのアジア・太平洋レーンばかりでなく、日本に出発点あるいは目
的地をもったレーンに影響するので、7,000のインテルの大洋航路に潜在的
に影響する。チップそれ自体が放射能汚染されていなかったとしても、製造
過程あるいは輸送中に放射線を被曝して機能に影響が及ぼされるかもしれな
いという心配もあった(14)。
　シリコンとチップがどんな段階でも放射線に曝露されなかったことを保証
するために、インテルは主要なサプライヤーと協力しなければなかった。そ
こで、既存の危機に対処することを試みることに加えて、避難地区が大きく
なり、より多くのサプライヤーが巻き込まれた場合の危機対策の拡張計画を
立てたのである(15)。
(2) 事業継続性の確保
　インテルの BC（以下、事業継続性）プログラムは、1970年代に、企業リ
スク管理プログラムの開始とともに始まっており、2001年９月 11日のニュー
ヨーク・テロ、それ以降の種々の脅威の登場により、インテル IT部門を含
むすべてのビジネスグループが確実な事業継続性戦略を持つ重要性がさらに
高まった(16)。
　３月 11日の地震が起こった時、インテルのよく磨きが掛けられ、広範囲
に訓練された危機管理プロセスはただちに行動を開始した。その日に、事
業単位の危機対応チームの初会合を開催。翌日には、最高レベルでの対応
の調整を支援するために、インテルの法人緊急対策指令センター（CEOC：
Corporate Emergency Operation Center）を編成している(17)。
　インテルの標準的アプローチを採用して、二つの並列的な活動ストリーム
で事業継続性の確保のために対処したのである。
　最初に、緊急管理（Emergency Management）チームは、インテルの被災
地の人々および諸施設（facilities）の安全性を確保した。状況を安定させて、
かつさらなる死傷者を防ぐために、あらかじめ指定された地元の諸緊急対応
チーム（Emergency Response Teams）および地元の緊急対策司令センター
（EOC：Emergency Operations Center）の職員（personnel）を戦略的に配
70 創価女子短期大学紀要　第9号
置したのである。
　当時、ダウンタウンの東京本社、および、つくば本社でそれぞれ 300人の
インテルの従業員が勤めていた。東京のオフィスは無傷で生き残ることがで
きた。しかし、つくばの建物は構造上被害を受けなかったものの、天井の火
災スプリンクラー管を破壊されていた。水がオフィスに氾濫し、建物の電気
的なシステムをショートさせたので、つくば本社は使い物にならなかったの
である。インテルは日本でマイクロチップ製造工場を持っていない。これま
で、つくば本社は、日本国内のサプライヤーとの連携窓口の役割を果たして
おり、マテリアルオペレーション（materials operations）、品質保証、情報
技術、e・ビジネスおよび関連する機能に従事する 300人の職員を擁してい
た。地震により被害を受けた 120万戸の建物を考えると、300人のつくばの
労働者に一時的避難の場所を捜すのは至難の業であった。300人すべてを収
容できる場所を得られなかったインテルは、２箇所に労働力を分割すること
になる。その間に、つくばの施設の修理を加速化するために、世界的巨大建
設部門であるインテルの法人マイクロチップ製造工場建設部門を投入する。
建物を検査し、修理ジョブ用の要件を明確にし、そして、修理を行う地元の
契約者を見つけるために、建築技術者（structural engineers）、電気技術者
（electricians）、配管工（plumbers）および他の専門家を日本へ飛行機で派
遣したのである。
　二つ目のストリームは、グローバルな操業を維持することであった。そ
のために、インテル製品と工程に焦点を当てた。すべての原材料（raw 
materials）の移動、チップ製作、およびカスタマー関連の諸活動を止めては
ならないし、または、できるだけ早く再開しなければならない。インテルの
緊急管理（Emergency Management）チームは、地震後２・３週間のうちに
安全問題を処理できたけれども、事業継続性の確保は結果的に６か月掛かっ
てしまった。
　何といっても、事業継続性の確保の第一歩は、会社とそのサプライヤーの
事業活動への災害の影響を確認することであった。日本に半導体の工場を持
たなかったインテルの主要な事業継続性確保の焦点は、サプライヤー問題で
あったのである。
　インテルは、365の資材（materials）のステータスを査定し、災害の４日
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後の３月 15日までに、直接の（あるいは「階層（Tier）１」）サプライヤー
について大きな問題がないことをわかった。３月 20日までに、階層２には
小さな問題だけがあることがわかったが、階層３、階層４、およびより深
い階層に本質的な問題があった。問題のある 60のサプライヤーを識別した
ところ、それらのうちの多くがユニークな能力を持った唯一の供給元の特
殊化学製品製造業者であった。チップの生産は、高度専門化した新種の化
学製品に依存している。インテルの組立部品（assembly）と診断資材（test 
materials）のサプライヤーの 50パーセント以上が、日本に製造場所を有し
ていた。日本の特殊化学製品メーカーの高度集中化（concentration）によ
り、より深い階層に多くのサプライヤーがあった。インテルは、アセンブ
リー /診断資材（materials）の 75パーセントが危機に瀕していると認識し
たのである。世界中のすべてのプラントにおいてチップで使用される基板材
（the base material）のシリコンの重要性を認識していたので、地震の揺れ
が止まった５分後には、成田の滑走路にあった飛行機から、Jackie Sturmは
シリコン・サプライヤーのステータスをチェックするためにインテルのマイ
クロチップ製造工場の資材（materials）の関係者を電話で呼び出しているの
である。
　2011年３月 11日に、信越半導体株式会社（Shin - Etsu Handotai：SEH）
白河工場は、震災により設備が損傷しインフラが寸断される被害を受けた。
　信越化学工業株式会社の 2011（平成 23）年３月 31日決算「有価証券報告
書（第 134期）」の【沿革】によれば、信越化学工業（株）の子会社として、信
越半導体（株）が 1967（昭和 42）年３月に半導体シリコンの加工会社として
設立されている。信越化学工業（株）の半導体シリコン事業は、国内では信越
半導体（株）が製造・販売を担当するほかに、同じく子会社の長野電子工業
株式会社（1964年８月設立、半導体シリコン加工）および直江津電子工業
株式会社（1969年９月設立、半導体シリコン加工）、および、信越化学工業
（株）の持分適用関連会社で 1998年 10月東証一部上場した三益半導体工業株
式会社（1969年６月設立、半導体シリコンウエハ鏡面研磨加工、三益半導
体工業（株）「有価証券報告書（第 48期）」より）などが製造を担当している。
その他４社が半導体シリコンに関係している。
　信越半導体（株）白河工場は、エレクトロニクス製品の心臓部にあたる
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「IC」の基板になるシリコンウエハを生産している。信越化学工業（株）の半
導体事業部の信越半導体（株）は、米国、マレーシア、英国、台湾に現地法人
を設立し、高品質の半導体シリコンを生産する世界最大の供給メーカーであ
る(18)。地震後の 2011年 3月 12日現在、信越半導体（株）白河工場の他に、信
越化学工業（株）の群馬事務所（群馬県安中市）および鹿島工場（茨城県神栖
市）の操業が停止したこと、信越半導体（株）白河工場で３名の軽傷者がいた
ことを公表している（信越化学ニュース＆トピックス「『東日本大震災』に
よる影響について」2011.03.12）。そして、白河工場のフル稼働の再開につい
て、７月１日に公表している（同ニュース＆トピックス「『東日本大震災』
による影響について（第 11報）」2011.07.01）。白河工場の再開の最も大きな
障害は、電力不足と継続的停電であった(19)。
　白河工場再開までに、インテルは現存のサプライヤーと事前資格審査通過
資材を活用して、事業継続性を確保しようと努力したのである(20)。
　第一に、事前資格審査通過サプライヤーのその正常なポートフォリオから、
資材（materials）を早急に得ること。インテルは、ダウンした工場によって
引き起こされたギャップを満たすために、より多くのシリコンを得なけれ
ばならないことがわかっていた。そこで、第一の戦術は、主要なサプラヤー
に交渉し、インテルの割当量を増加させるように依頼すること。第二の戦術
は、サプライチェーンの危急資材（critical materials）の在庫を探索し確保す
ること。そして、第三に、チップ生産プロセス（the chip - making process）
の各ステップによって消費される量を最小化することにより、抑制された
供給の寿命を延長（prolong）するためにインテルはさらに働きかけた。そ
れは、たとえば、主要な化学製品を希釈し（diluted）、使用する資格を与
え（qualiﬁed）、そして８週間代替製法（formulation）を使用したのである。
また、スクラップの山になってしまった試作品ウエハ（test wafers）を清潔
にし、再使用する方法を見出したのである。
　セカンドソース・サプライヤーからの供給の増加、できるだけ多くの資材
（materials）の発見、そして、その使用の延長によって、インテルは、影響
を受けたサプライヤーが正常な生産を再開するまでのギャップを埋めようと
したのである。
　いくつかのケースでは、インテルの要求を満たすキャパシティーを持った
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事前資格審査通過サプライヤーを見出せなかった。この不足は、インテルの
生産を中断せざるを得なくなる。事業継続性の確保に努力する理由は、その
ような混乱を回避することである。生産の中断に陥らないように、代替サプ
ライヤーおよび代替製品をインテルは捜した。正常な状況下では、インテル
のマイクロチップ生産工場のマネージャーは、代替的化学薬品や資材の急速
な資格付与に抵抗するかもしれないが、このときは平常時ではない。インテ
ルは、事前に資格審査通過していない資材（materials）を買い、それらがイ
ンテルの高品質基準を満たしたことを保証するために、早急に資格審査する
必要があった。
　
(3) 危機対応の共同作業
　白河工場の喪失は、世界的なシリコン不足を引き起こした。シリコンを必
要としたチップメーカーがシリコンを捜し求めて、インテルに助けを求め
た(21)。シリコン不足が PCサプライチェーンにアンバランスを引き起こすと、
産業全体がダウンしてしまうことになるので、インテルは追加的供給を見つ
ける支援を行ったのである。
　さらに、インテルは、日本企業のグループと協力して、主要サプライヤー
の送電網の修理の促進および主要施設の計画停電の免除を経済産業省METI
に申し入れた。その結果、主要サプライヤーは、電力の連続的な供給を得る
ことができるようになった。震災の混乱状況の中では、政府、サプライヤー
および競争者との協力は不可欠である。
　インテルは、復旧作業（the recovery effort）がコントロールされるよう
になった４月６日に、CEOC（企業応急対策拠点センター）を閉鎖した。ロ
ジスティクス危機管理班は、大洋航路問題、放射線回避のための製品迂回
方法を解決した後、４月７日に終了。他の事業単位危機管理班は６月 30
日まで運営された。当初毎日会議を開いていた世界的資材グループ（the 
Worldwide Materials Group）の危機管理班は、事業継続性の確保の努力がは
かどるにつれて、６月には、週一度の会議に縮小した。そして、全体として
は、その努力に６か月費やし、殆ど標準の操業に戻している。つくば本社
（半導体や製造装置の試作品作りの一大拠点）のオフィスの完全な復興には
10か月かかった。結局、BCP策定企業のインテルは、いかなるマイクロチッ
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プ生産工場も生産停止に追い込まれることはなかったのである。
５. おわりに
　2011年３月 11日に発生した地震は、原子力発電所の事故をもたらした。
そのことによる電力供給不足が産業社会に大きく影響を及ぼした(22)。特に、
サプライチェーンのシステムに関与する産業の影響は大きかった(23)。予想
されている南海トラフ地震や気候変動による甚大な災害などに備えて、自社
のみならず、サプライチェーン全体の事業継続性を確保しなければならない。
サプライチェーンのグローバル化されている現代では、BCP策定に際して
配慮しなければならない点である。
　事業継続性の確保に努力した一例として、インテルを取り上げた。すでに
BCPを策定していたインテルは、事業継続性の確保に６か月要しているが、
いかなるマイクロチップ生産工場も操業停止に至ることはなかった。サプラ
イチェーンに対する対応だけではなく、他企業と連携して行政機関にも働き
かけを行っていた。
　結論として、BCP策定には、自社、サプライチェーンはもとより、中央
ならびに市町村単位の地方行政機関、地域、などとの幅広い連携(24)を視野
に入れる必要があるといえる。有事の際には、人命尊重が優先であり、採算
を度外視することもあろう。そうした経営行動により、誰も置き去りにしな
いレジリアンス経営が可能となる。企業の BCP策定に対して、行政機関の
綿密な支援が求められている。
　
　
注
(1)レジリアンスは仏語（résilience）の片仮名表記である。本来、金属の物理的弾力
性・復元力の意味であったが、フランス語圏の精神医療の分野で注目され精神的
な病気からの回復力・立ち直る力の意味で使用されてきた。なお、1976年２月バ
リ島で開催された第１回 ASEAN首脳会議で、加盟各国が弾力性を持つが故に風雨
に耐える柳の枝のような強さを身につけるという意味で用いられた。
(2)たとえば、「…『ストレス』と同様に元来、物理学の分野での使用法に準じる形
で使用されていたといってよく、さしあたり、病気に陥らせることが困難な状況、
ひいては病気そのものを跳ね返す復元力、回復力と理解してよいであろう」と述
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べている（加藤敏稿「現代精神医学におけるレジリアンスの概念の意義」加藤敏・
八木剛平編『レジリアンス―現代精神医学の新しいパラダイム』金原出版株式会社、
2009年５月 20日、10頁）。
(3)香坂玲編『地域のレジリエンス　大災害の記憶に学ぶ』清水弘文堂書房、2012年
５月。東日本大震災に立ち向かった地域住民、行政、企業等の組織的対応が詳述
されている好著である。
(4)東日本大震災やタイにおける大洪水のような広域かつ甚大な災害が発生した結果、
自社だけでなく、多くの取引先企業を含むサプライチェーン全体の事業継続性の
確保が極めて重要であることが改めて明らかになったことから、より多くの企業
が事業継続に係る連携訓練に取り組めるよう、2013（平成 25）年３月「企業の事
業継続マネジメントにおける連携訓練の手引き」を作成した。
(5)「防災・減災等に資する国土強靭化基本法案」2013（平成 25）年国会提出。また、
「経済財政運営と改革の基本方針」においても、「行政・経済社会の重要機能に係
る致命的損傷を回避すること等の事前防災・減災の考え方に立ち、政府横断的な
国土強靭化（ナショナル・レジリエンス）への取組みを行う」ことが記されている。
(6)加藤敏、前掲稿参照。
(7)中原翔等「組織行動論へのレジリエンス概念の導入―マルチ・レベルで捉えるレ
ジリエンス研究―」神戸大学大学院経営学研究科ディスカッション・ペーパー、
2014 -01。
(8)本実態調査では、つぎのように調査企業を区分している。
・大企業（資本金 10億円以上の常用雇用者 101人以上の卸売業、資本金 10億円
以上の常用雇用者 51人以上の小売業、資本金 10億円以上の常用雇用者 101人
以上のサービス業、資本金 10億円以上の常用雇用者 301人以上の製造業その
他）
・中堅企業（資本金１億円超 10億円未満の常用雇用者 101人以上の卸売業、資本
金５千万円超 10億円未満の常用雇用者 51人以上の小売業、資本金５千万円超
10億円未満の常用雇用者 101人以上のサービス業、資本金３億円超 10億円未
満の常用雇用者 301人以上の製造業その他）
・その他企業（資本金１億円超の常用雇用者 100人以下の卸売業、資本金１億円
超の常用雇用者 50人以下の小売業、資本金１億円超の常用雇用者 100人以下
のサービス業、資本金１億円超３億円以下および資本金３億円超の常用雇用者
300人以下の製造業その他）
(9)たとえば、長野銀行の取引先の事業継続計画（BCP）策定などで損保２社の協力を
得ることで合意。災害などのリスクに備えたい金融機関や自治体が、多様な人材
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やノウ・ハウ を持つ損保の協力を仰いでいる報道がある（2017年６月 21日付日
本経済新聞、地方経済面長野）。
(10)中小企業基本法（第２条第１項）では、中小企業者をつぎのように定義している。
　　【中小企業者】
①製造業、建設業、運輸業その他：資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会
社又は常時使用する従業員の数が 300人以下の会社及び個人
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